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第6章  三角協力によるナカラ回廊周辺地域（熱帯サバンナ） 

農業開発の方向性 

6.1.  ナカラ回廊周辺地域（熱帯サバンナ）の農業開発の意義 

6.1.1. 地域農業の特徴と開発の必要性 

調査対象地域には、全国の 24%に相当する 72万戸の農家が分布し、国内で最も農家数の

多い州となっている。しかし、一戸あたりの平均所有面積は 1.0 haと国内平均（1.3 ha）

を下回り、貧困率も国内平均よりも高い状況となっている。また、有効需要層は、ナン

プーラ市を中心に 25万人程度に過ぎず、生産過剰による価格下落が発生し易い状況にあ

る。市場の狭小性を反映して、農家の多くはトウモロコシとキャッサバを中心とする自

給自足的な生産形態を基本としている。また、農業収入の大部分は農産加工業向けの原

料生産（棉花、タバコ、カシューナッツなど）に依存した状況にある。 

ナンプーラ州における今後 10年間の年平均人口増加率は 2.5%となり、2020年時点の総

人口は 600万人と予想されている。人口構成では、15歳以下の若年層の比率が全体の 45%

を占めており、今後とも同年齢層の増加が予測されている。現在、同州の失業率は約 20%

であり、増加する労働適齢層に対して、就業機会を拡大しなければ、今後失業率が上昇

し、貧困の拡大が懸念される。その対策としては、人口増加率を上回る経済成長が最低

限必要となる。このためには、経済活動人口の 90%以上を吸収している農業部門の生産

性改善が地域経済の持続的な発展にとって不可欠な課題である。 

図 6.1.1に示すように現在、同州の GDPにおいて最も大きな割合を占めているのは、総

農家数の 1%にも満たない大規模農家による畜産（肉牛飼育）と大規模な林業生産であり、

両分野で全体の 32%を占めている。また、伐採された木材は丸太の状態で、肉牛同様に

加工が一切行われず、中国や中東へ輸出されている。同図は、総農家数の 95%が従事す

る農作物生産分野と主要な農業収入源ある農産加工分野の発展がなければ、同州におけ

る実質的な貧困削減に結びつかないことを示しているといえる。 
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出典: ナンプーラ州農業局経済部資料、2009 

図 6.1.1 ナンプーラ州における総生産額に占める生産分野別割合(%) 

6.1.2. 農業生産拡大の可能性 

(1) バリューチェーン 

調査対象地域における農業部門の特徴は、零細な営農規模とともに市場の狭小性にある。

このような課題を抱える一方で、小規模農家の多くが生産を担っている農作物は、表6.1.1

（再掲第 3 章表 3.3.2）に示すように、流通段階と最終製品において大きな付加価値を発

生させている。 

ほぼ全農家が自給向けに生産しているトウモロコシでさえも、加工することで、原料段

階の販売価格 0.1ドル/kg（庭先価格）から最終製品となる製粉段階では 0.9ドル/kg（小

売価格）に達し、約 9 倍の付加価値を発生させている。その一方で、ゴマのように食用

油などへの加工の可能性が高いにもかかわらず、原料の状態で輸出されることで、付加

価値率を小さくしている作物も存在する。 

表 6.1.1 作物別の付加価値形成 
単位：ドル/kg 

 
トウモロコシ 棉 花 

カシュー 

ナッツ 
ゴマ タバコ 大 豆 

農家庭先価格  0.1 

流通業者 0.2 

小売／加工企業価格 0.9 

輸出価格(FOB) 

（製粉） 

－ 

0.4 

 

 

 

1.2 (繰綿) 

0.7 (油) 

0.5 

 

0.6(殻付）

 

4.50 

(殻なし加工)

1.02 

 

 

 

1.07 

(原料) 

1.20 

 

 

 

3.15 

(乾燥葉) 

0.5 

 

（大豆油）

（大豆粕）

－ 

最終仕向先 国内市場 輸出 輸出 輸出 輸出 
国内配合飼

料企業 

出典：JICA調査団 
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(2) EMBRAPAの見解 

小・中規模農家の収入増加策となる付加価値化の他に、EMBRAPA が示した耕作可能で

あるニアサ州とザンベジア州西部の農業経済地域をプログラムに組み込む事が重要であ

る。これによって、商業規模の農業生産の投資実行が可能となる。 

6.1.3. 農産加工分野の経済的なインパクト 

モザンビークの過去 10年間（1998～2007年）における GDP年平均成長率は、8.0%であ

った。この結果、一人あたり GDPは、1995年の 114ドルから 2007年には 400ドルにま

で増加した。このような高い GDP の伸びは、5 つのメガプロジェクト（Mozal、Sasol、

Moma、Moatize、Chbute の各企業）と称される資源開発型（アルミ精錬、天然ガス、稀

少金属）プロジェクトによって支えられており、輸出総額の 80%（2008年）を占めるに

至っている。 

メガプロジェクト企業の投資規模は、10～25 億ドルであり、海外直接投資（FDI）によ

る大型投資事業として、首都マプートやその周辺州において資本集約的な事業が展開さ

れている。一方、調査対象地域では、カシューナッツ、棉花、タバコ、ゴマ、バナナ、

大豆、養鶏などの 20以上の小規模ながら、多様な農産加工企業が進出している。その投

資規模は 5万ドルから最大でも 8,000万ドル規模の労働集約的な企業形態となっている。 

表 6.1.2は、メガプロジェクトと調査対象地域の農産加工企業の雇用吸収力を比較したも

のである。投資額 130 万ドルの養鶏企業は、工場労働者と契約農家をあわせて 1,070 人

を雇用し、メガプロジェクト最大の企業である Mozal の 1,000 人（このうちモザンビー

ク人は 650人）を上回る状況となっている。特に、2009年に操業を開始し、2011年から

本格的に出荷を開始するバナナ生産企業である Moza Banana（チキータによる生産、加

工、流通面で提携）社は、18,000 人の雇用を達成しており、農産加工業の雇用インパク

トの大きさがうかがえる。 

表 6.1.2 農産加工企業の雇用吸収力 

 メガプロジェクト 調査地域の農産加工企業 

1.企業名 Mozal Sasol Moma 
New 

Horizontal

Sonil 

Fabrica 

Condor 

Nuts 

Moza 

Banana 

2.業 種 アルミ 天然ガス 金属 養鶏 タバコ カシューナッツ バナナ 

3.投資額 100万$ 2,400 1,200 500 1.3 - - 80 

4.雇用者数 1,000 

(650)*1 

- 

(250) 

425 

(124) 

工場 186 

農家 890 

工場 100 

農家 2,500

工場 750 

農家不明 

圃場/流通 

18,000 

5.市場 輸出 輸出 輸出 国内 輸出 輸出 輸出 

注: *1（）はモザンビーク従業員数 

出典: メガプロジェクト：Institute para a promocao de exportacoes, Institute de estudos socialis e economicos 

   農産加工企業：JICA調査団 
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6.2.  開発計画の目標と方向性 

6.2.1. 開発の目標 

(1) 開発の上位目標 

ナカラ回廊周辺地域の開発計画の目標は、モザンビーク国政府が掲げる開発課題を地方

レベルで実現することである。国内の食料と栄養の保障を確保し、国内の消費需要を拡

大し、生産者の収入を増加し、住民の生活水準を向上させ、環境保全・持続可能な天然

資源の活用などによる市場化により、地方経済の活性を図ることなどが挙げられる。ま

た、これらによりミレニアム開発目標である飢餓と貧困削減を達成する。このような背

景の下、緑の革命のための戦略（Estratégia da Revolução Verde em Moçambique）、食料生

産行動計画（Plano de Ação para a Produção de Alimentos: PAPA）、研究戦略、農業普及戦略、

農業部門開発戦略計画（Plano Estratégico para o Desenvolvimento do Sector Agrário PEDSA 

2010 - 2019）などのように、中央および地方レベルで様々な農業開発計画が策定されて

いる。 

現在までの政府 5ヵ年計画の中では一貫して、「貧困撲滅」を主要目標としており、開発

課題としては「農業」、「農村開発」を重点部門としている。現在の第 3 次計画では、特

に、個別のセクターとして農業関連部門の生産性の向上が明記されている。また、政府

5 ヵ年計画の行動計画として位置づけられている現在の絶対的貧困削減行動計画（Plano 

de Ação para Redução da Pobreza Absoluta: PARPA II）（2006～2009）では、経済成長をより

重視し、農村開発を中心とした改革を目指す内容となっている。 

一方、農業政策では 2007 年に策定された「緑の革命のための戦略」の実施計画として、

2008年に承認された食料生産行動計画（PAPA）では、輸入食料への依存を減らすために

生産性と全ての主要作目の生産を増大させるために、食料生産のバリューチェーンを重

視している。また、現在策定中の中・長期計画である「農業部門開発戦略計画（PEDSA 2010 

- 2019）」は、「競争力があり持続可能な農業部門の達成」をビジョンに、以下の開発戦略

を機軸として揚げている。 

1) 食料安全保障および栄養改善 

2) 国内生産の競争力強化と農家の収入向上 

3) 天然資源の持続的活用と環境保全 

さらに、ナンプーラ州の 2010 年～2020 年を対象とした新たな州開発戦略計画（Plano 

Estratégico de Desenvolvimento da Província de Nampula 2010 – 2020: PEP）では、以下の開
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発戦略を基軸として揚げている。 

1) 経済成長の推進 

2) 人材開発による参加型行政の構築 

3) インフラの整備と環境の改善 

4) 人的社会的資本の開発 

また、地方政府法（Lei dos Órğas Locais do Estado: LOLE）により定められている、開発

の基本的な行政単位である郡の開発戦略計画（Plano Estratégico de Desenvolvimento 

Distrital: PEDD）においても、共通して貧困削減および経済発展を目標にしている。 

以上より、ナカラ回廊周辺地域の農業開発は、上位目標といえる国家、農業部門、州お

よび郡の開発戦略と整合性があり、それらに貢献する計画でなくてはならない。そのた

め、「環境保全に配慮した持続可能な農業開発の実現」をビジョンに、以下の実現に貢献

する開発計画である必要がある。 

1) 食料保障および栄養改善のための開発 

2) 市場を意識した国内生産の競争力強化と農家の収入向上のための開発 

3) 天然資源の持続的活用と環境保全に配慮した開発 

(2) 基本方針 

三角協力によるナカラ回廊周辺の農業開発は、日本、ブラジル、モザンビークの三カ国

政府の長期的かつ継続的な確約のもとでその目標の達成を目指す。また、長期間にわた

る計画であることから、状況に応じて随時調整を行うことも考えられる。 

国内の食料安全保障、農作物の持続的な増産、市場作物の生産拡大の促進による作物の

収益性の向上と生産者の収入の増大などを行うためには、投入、生産、輸送、貯蔵、加

工、国内外の流通など、多角的に介入する必要がある。しかしながら、効率的かつ効果

的に介入するためには、政府がどのように投資役、調整役、監視役、公共事業の促進役、

各機関の実施促進役としての機能を担うかにかかっている。 

モザンビーク国政府がこれらの役割を果すためには、国内外の市場を目指すための農作

物の増産、生産者の競争力の増大、水、森林、土壌の持続可能な利用、農業分野の組織

開発および強化など、ナカラ回廊を中心に持続的かつ競争力のある包括的な事業モデル

を構築するために必要な支援が期待される。 

そのため、以下の活動に注目する必要がある。また、これらの活動に優先付けをし、順

番に実施する必要がある。 
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1) 生産性の向上：収益向上のための技術開発、土壌改良、データーバンク、地図

作成、農業環境ゾーニング 

2) 流通：コスト・ロス削減を目指したシステムに改善、農器具・機械の配布 

3) 農業支援：研究開発、農業普及、農業畜産、融資制度（融資の協同組合、銀行

システム）、市場などの組織および人材を養成・訓練し、継続的に強化する 

4) 農業の多様性および加工事業の促進：戦略クラスターの支援（豆類、塊茎類、

肉類、果実類、棉花、木材、バイオ燃料、野菜類） 

5) 競争力の強化：人材の訓練および養成、作物の輸出および国内消費のためのシ

ステム作り 

6) 生産者の生活向上：住宅、学校、エネルギー、医療、道路など生活基礎インフ

ラの整備 

7) 継続的な農業普及支援および農業分野の専門家養成：技術の変容において P&D

のシステムに対応できること、技術検証、生産者の意思決定の支援、協会・組

合の促進 

8) 生産融資：家族農業（個人）および企業農業（法人）の農業・畜産分野にかか

わる経費や投資の融資ラインを構築する 

9) 持続可能性：市場調整用の農産物を備蓄し、最低限の市場を確保する政策の策

定、輸出促進政策、協力者による買い付けを確実にするメカニズム 

10) 環境保全：土壌および生物多様性保全の促進、侵食の回避、水辺林の再生およ

び生態回廊の形成、焼畑の撲滅、環境関連事業を有料にする政策作成、水資源

の目録作成、水資源の多様的な利用 

これらの諸事業は明解かつ透明性のある方法のもとで行われるべきであり、また住民も

しくは住民代表者の直接的かつ積極的な参加のもと行われるべきである。 

6.2.2. 開発対象地域のゾーニング 

今日、持続的な可能性は開発の実施において大きな挑戦的な課題となっている。また、

それを達成するためには可能な限り全ての手法と適切な技術支援を活用しなければなら

ない。経済環境ゾーニング（Zoning of Economic Environment: ZEE）は、それぞれの地域

の特異性により、公共政策、環境活動、優先地域の確定、政府と民間の投資に関して方

向性を与える技術支援の一つである。また、ZEE は、土地計画のために準備された技術

支援と基本的な情報管理の重要な手法でもある。 
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モザンビーク国では、以下の 4 調査からナカラ回廊のゾーニングに関する情報が得られ

る。 

(1) 作物生産のための農業・気象の総合的な適性調査、FAO/UNDP/MOZ/75/011, 1982

（縮尺 1:1,000,000） 

(2) ナンプーラの森林保全：現状と今後の展望、GCP/MOZ/056/NET,1998 

(3) ナンプーラ州の森林資源経済環境ゾーニング調査、FAO/GCP/MOZ/056/NET, 

1999（縮尺 1:1,000,000） 

(4) 地域の水資源に関する総合的な現状について-中央北部 ARA 地方水管理局技術

報告書、2006 

上記の報告書および調査対象地域における 2 回の現地調査に基づき、以下に示すように

ナカラ回廊を 4 地域に区分できる（図 6.2.1）。しかし、既存の情報ではナカラ回廊の土

壌状況、気象状況および水文状況、特に土壌に関する情報が明確になっていない。従っ

て、互換性のある縮尺を用いて、また、ナカラ回廊の農業開発を適切に実施するために

は、必要な資機材を使って新たな ZEEを作成することが重要である。 

地域 I （保全優先地区） 

この地域は、場所的には次の地域 II内に位置する。ルーリオ川とリゴーニャ川の流域を

形成する源流／水源地が広がっているため、最大の注意を払わなければならない地域で

ある。この地域には、標高 500 mから 1,700 mの山々が連なっている。年降水量は、1,160 

mmから 1,800 mmである。山地植生と森林相は常緑樹であり、それは水系を形成する意

味で非常に重要なことである。この脆弱な地域には、マレーマ川、ニウアーロ川、ニオ

ッセ川およびムアンダ川の渓谷が分布しているが、既に人間の活動による甚大な環境へ

の影響を受けている。従って、この地域における農業活動は縮小されるべきである。 

地域 II （準湿潤地域） 

東経 35º30’から 38ºの地域で、マンディンバ郡、クアンバ郡、マレーマ郡、グルエ郡、ア

ルトモロクエ郡およびリバウエ郡の西部地域を含んでいる。現地調査によると、この地

域は植生に関して、ブラジルのセラード地帯と類似した特長を有している。また、降水

量に関しても、モザンビークでは年 1,150 mmから 1,650 mmであり、ブラジルのセラー

ド地帯では、年 1,200 mmから 1,500 mmであることから似た傾向がある。中央北部 ARA

の情報によると、この地域の水資源の総合評価は良好であり、農業の大きなポテンシャ

ルを有すると明言している。しかし、土壌に関する調査をさらに実施して、実際の妥当

性を明確にする必要がある。クアンバとマンディンバの 2 地域では、穀物、野菜、タバ

コおよび植林などの収益性の高い作物（市場農業）生産が行なわれている。 
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地域 III （移行地域） 

東経 38ºから東経 39ºの地域で、リバウエ郡、ムルプーラ郡およびナンプーラ郡の西部地

域を含んでいる。現地調査によると、植生は低層であり、ブラジルのセラード地帯の最

も乾燥した地域と類似している。年降水量は、1,150 mmから 1.200 mmである。FAOが

1999年に作成したナンプーラ州の ZEEの土壌ポテンシャルマップによれば、土壌の多く

の部分は、農業的な観点からレベル III（中程度のポテンシャル）およびレベル IV（低い

ポテンシャル）と等級付けられているが、部分的には、レベル II（高いポテンシャル）

等級になっている。上記の等級付けは、FAOの ZEEにおいて明確化された 70種類以上

もの複雑な土壌を簡素化したものである。 

地域 IV （半乾燥地域） 

東経 39ºから東経 40º15’の地域で、ナンプーラ郡、モゴボーラス郡、メコンタ郡、ムエカ

テ郡およびモナポ郡が含まれる。降水量は西から東に向かって、つまり、内陸地域から

海岸地域に向かって減少する傾向があり、1,150 mmから 950 mmである。また、降雨は

12月から 4月の時期に集中している。現地調査によると、植生はブラジルの東北部地域

と類似している。農作物は、年間で一番降雨の多い時期と地域の土壌に適した棉花など

の作物である。また、カシューナッツなどの常緑樹で乾期にも耐えられる作物である。

FAOが 1999年に作成した ZEEによると、この地域の農業の観点からみたポテンシャル

は、レベル II（高い）、レベル III（中程度）およびレベル IV（低い）範囲を中心に、レ

ベル I（高いポテンシャル）からレベル V（非常に低いポテンシャル）の水準にある。 

 

出展：中央北部 ARA, 2006 

図 6.2.2 等雨量線図 
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6.2.3. 農業開発の目標（開発の方向性） 

上述したような調査対象地域における農業部門の特徴を踏まえて、調査対象地域におけ

る農業開発は、農家の大多数を占める小規模農家の支援と付加価値の高い農業の展開を

通じた地域農業の振興を目指して、「アグロインダストリーを起点とした地域農業開発の

推進」を提案する。 

本提案は、アグロインダストリーへと繋がる農作物生産と農産加工業の一貫体制の確立

を目指すものである。また、農産加工業の競争力を高めることで、農業生産の安定化を

図るとともに、農業の競争力も高まるという相乗効果が期待されることを踏まえてのも

のである。つまり、単に加工業の振興を通じた農作物の過剰生産の一時的な避難対策に

とどまらず、新たな市場の確保を通じた農業生産の安定化と雇用の吸収など多様な経済

効果の発生を促すことを目指した地域農業開発にほかならない。 

なお、開発目標に掲げたアグロインダストリーは、農業関連産業といわれる。前方産業

として、調査対象地域で最も雇用規模の大きい農業を中心とする農作物生産業があり、

後方産業として、流通業のほかに、種子、肥料、農薬、農業機械、設備などを提供する

産業がある。アグロインダストリーを起点とした地域開発を進めるには、まずは調査対

象地域において、総人口の 90%以上の農家が従事する農業生産との連携を可能とし、最

も付加価値形成力がある農産加工の推進を重点に置くべきである。 

また、アグロインダストリー分野は、投資額に対する付加価値の増分が他の産業より高

いのが一般的である。つまり資本の生産性が良いといえる。そのことは、前表 6.2.1の付

加価値形成力からも理解できる。調査対象地域全体の資本生産性を高めるためには、こ

の分野への投資額を増やすことが極めて大きな意味を持つことになる。調査対象地域内

の市場が狭小であるというボトルネックを克服し、地域の持つ潜在的な開発ポテンシャ

ルを追求するために、アグロインダストリーの開発は輸出指向型の農産加工業を指向し

たものでなければならない。 

6.3.  開発目標を実現するための対応策の検討 

地域開発を推進するために、生産、流通（貯蔵を含む）、加工、販売まで幅広いアグロイ

ンダストリーを起点とした地域農業開発を提案した。このような開発目標を実現するた

めの支援方策として、以下の 4 つの対応策（農業生産性の向上、農産加工業の推進、農

民の組織化、生産基盤整備）を検討する。これらの対応策は、相互補完的な関係にあり、
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今後、アグロインダストリーを起点とした地域農業開発をいかに実現するかを主眼に検

討している。 

6.3.1. 農業生産性の向上 

第 2 章で述べたようにモザンビークにおける主要農産物の収量（土地生産性）は、過去

30年以上に亘って停滞し、他のアフリカ諸国に比べて低い生産性となっている（第 2章

図 2.2.1参照）。調査対象地域においても国内と同様の傾向にあり、モザンビーク農業省、

ナンプーラ州政府農業局および農業開発を支援する関係国および機関（FAO、世銀、IFAD、

USAID）は、低生産性の要因について、次のように指摘している。 

(1) 狭小な土地所有面積と天水に依存した生産形態 

(2) 手作業による農業生産 

(3) 市場アクセス（農産物の搬出道路の不備）の困難性 

(4) 市場向け生産技術の不備 

(5) 肥料、改良種子などの生産資材の低投入 

(6) 農家の能力に適応していない普及技術 

(7) 技術普及体制の不備（普及員および普及用機材の絶対的な不足）などが指摘さ

れている。 

このような指摘は容易に想像されるが、これだけで、長い間、調査地域およびモザンビ

ークが、低収量に陥ってきた理由の説明には不十分である。調査対象地域の農業生産は、

平均所有面積 1.0 haの小規模零細農家が担っている。小規模零細農家に対して、価格保

証もなく、リスク保証もない状況下で、増収・増産に向けた投資を期待することは困難

である。農家の経営規模と栽培技術水準を現地で認識し、農業生態系に沿った低投入で、

一定の収益性を確保できる適性技術体系の確立と、農家がこれら増収技術に取り組むた

めに必要なインセンティブ（生産物の販売・流通体制整備、クレジットなど）の付与を

含めた政策と技術普及の実施が不可欠となる。このような総合的な農業政策や支援策の

不備が、低収量をもたらしてきた主因であると考えられる。 

これらの課題に対する対応策は、開発目標として設定された「アグロインダストリーを

起点とする地域農業開発の推進」を支援するためのプログラムを設定し、それに対応し

た個別のプロジェクトとして検討される必要がある。表 6.3.1は、調査対象地域における

農業生産性の低い要因と改善策について示したものである。 
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表
6
.3
.1
 
調
査
対
象
地
域
に
お
け
る
生
産
性
向
上
の
課
題
と
対
応
策
案
 

分
野
 

対
 
象
 

主
要
な
技
術
課
題
 

現
 
状
 

対
策
案
 

焼
畑
移
動
耕
作
地
域
 

・
 
土

地
収

奪
的

な
栽

培
に

よ
る

土
壌

肥
沃
度
の
低
下
 

・
 
休
耕
期
間
の
減
少
 

・
 
焼
畑
地
の
争
奪
 

・
 
キ
ャ
ッ
サ
バ
、
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
主
体
 

・
 
定
地
栽
培
の
推
進
 

・
 
不
耕
起
栽
培
技
術
の
開
発
 

・
 
土
壌
被
覆
（
緑
肥
、
作
物
残
渣
、
等
）
技
術
 

・
 
合
理
的
な
輪
作
技
術
 

・
 
雑
草
防
除
技
術
の
向
上
 

・
 
堆
肥
利
用
技
術
の
促
進
 

・
 
肥
培
管
理
技
術
の
開
発
導
入
 

・
 
土
壌
肥
料
分
析
実
験
室
の
設
置
 

傾
斜
地
 

・
 
土
壌
浸
蝕
 

・
 
土
壌
肥
沃
度
低
下
 

・
 
植
民
地
時
代
か
ら
企
業
に
よ
る
茶
生
産
 

・
 
谷
間
で
の
天
水
田
 

・
 
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
主
体
 

同
上
、
お
よ
び
 

・
 
等
高
線
栽
培
 

栽培体系 

砂
 
地
 

・
 
低
い
土
壌
肥
沃
度
 

・
 
旱
魃
 

・
 
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
、
キ
ャ
ッ
サ
バ
、
ピ
ー
ナ
ッ
ツ

主
体
の
粗
放
農

業
 

・
 
間
作
栽
培
技
術
の
開
発
（
ゴ
マ
、
ピ
ー
ナ
ッ
ツ
、

イ
ン
ゲ
ン
、
ダ
ッ
タ
ン
ソ
バ
、
等
）
 

・
 
土
壌
被
覆
 

・
 
簡
易
潅
漑
 

・
 
合
理
的
な
施
肥
技
術
導
入
 

・
 
旱
魃
耐
性
品
種
の
開
発
 

ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
 

・
 
ア

ワ
ノ

メ
イ

ガ
（

O
st
ri
n
ia
 

fu
rn
a
ca
li
s）

の
食
害
が
大
き
い
。

・
 
モ

ザ
イ

ク
病

、
さ

び
病

、
鳥

害
、

等
 

・
 
高
栄
養
品
種
の
開
発
 

・
 
収
穫
期
前
の
飢
餓
緩
和
 

・
 
耐
旱
性
品
種
の
育
成
 

・
 
S
U
M
M
Y
T

開
発

に
よ

る
高

タ
ン

パ
ク

品
種

（
Q
P
M
：

Q
u
al
it
y
 

P
ro
te
in
 M

ai
ze
）
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
 

・
 
栄
養
分
析
で
き
る
実
験
室
が
な
い
。
 

・
 
収

穫
直

前
の

飢
餓

を
緩

和
す

る
こ

と
が

で
き

る
早

生
品

種

（
M
at
u
b
a；

栽
培
期
間

9
0
日
）

の
種
子
生
産
を
組
織
的
に
開
始

・
 
栽
培
技
術
の
改
善
（
お
と
り
作
物
の
利
用
、
等
）
 

・
 
病

原
に

汚
染

さ
れ

て
い

な
い

健
全

種
子

の
生

産
・
利
用
の
促
進
 

・
 
対
象
と
な
る
病
害
耐
性
品
種
の
開
発
 

・
 
改
良
種
子
の
普
及
シ
ス
テ
ム
の
確
立
 

・
 
改
良
種
子
の
栽
培
技
術
支
援
 

・
 
食
品
栄
養
実
験
室
の
設
立
 

作物栽培 

キ
ャ
ッ
サ
バ
 

・
 
す

じ
葉

枯
病

（
C
B
S
D
：
C
as
sa
v
a 

B
ro
w
n
 S
tr
ea
k
 (
V
ir
u
s)
 D

is
ea
se
）

に
よ
る
根
腐
れ
 

・
 
モ

ザ
イ

ク
病

（
C
M
D
：

C
as
sa
v
a
 

M
o
sa
ic
 D
is
ea
se
）
 

・
 
葉

枯
細

菌
病

（
C
B
B
：

C
as
sa
v
a
 

B
ac
te
ri
al
 B
li
g
h
t）
、
等
 

・
 
耐
旱
性
品
種
の
育
成
 

・
 
高
栄
養
品
種
の
開
発
 

・
 
国
際
熱
帯
農

業
研
修
所
（
II
T
A
）
が
す
じ
葉

枯
病

に
耐
性
を

持
つ

品
種
（
N
ac
h
in
y
ay
a）

を
開
発
。
 

・
 
II
A
M

は
U
S
A
ID

の
支
援
を
得

て
す
じ
葉
枯
病
耐

性
品
種
の
組
織

培
養
を
開
始
し
（
2
0
0
7
年
）
、
ナ
ン
プ
ー
ラ
農
業

試
験
場
で
は
こ

れ
を
育
苗
し
て
普
及
に
努
め
て
い
る
。
 

   

・
 
E
M
B
R
A
P
A
に

よ
り
高
カ
ロ
チ
ン
品
種
が
開
発
さ

れ
て
い
る
。
 

・
 
主
に

N
G
O
を
介
し
て
の
普
及
で
あ
り
、
対
象
農

民
は
限
定
さ
れ
て
い
る
。
 

・
 
モ
ザ
イ
ク
病
、
葉
枯
細
菌
病
、
等
へ
の
耐
性
を
同

時
に
兼
ね
備
え
た
品
種
の
開
発
 

・
 
改
良
品
種
の
普
及
シ
ス
テ
ム
の
確
立
 

・
 
改
良
種
子
の
栽
培
技
術
支
援
 

・
 
食
品
栄
養
実
験
室
の
設
立
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分
野
 

対
 
象
 

主
要
な
技
術
課
題
 

現
 
状
 

対
策
案
 

カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
 

・
 
カ
ビ
病
：
 

a)
 

O
d
iu
m
 a
n
a
ca
rd
ii
 

b
) 

C
o
ll
et
o
tr
ic
h
u
m
 

g
lo
eo
sp
o
ri
o
id
es
 
(
炭
素

病
菌

の
一
種
)
 

・
 
昆
虫
害
：
 
H
el
o
p
el
ti
s 
sp
. 

・
 
O
d
iu
m
 
a
n
a
ca
rd
ii

に
対

し
て

は
比
較

的
耐

性
の
強

い
品

種

（
5
.1
2
-P
A
）
が
開
発
さ
れ
て
い
る
。
 

・
 
E
M
B
R
A
P
A
の

キ
ャ
ッ
サ
バ
・
熱
帯
果
樹
試
験
場

か
ら
同
病
の
耐

性
遺
伝
資
源
の
導
入
協
力
を
得
て
い
る
が
、
実
生

に
よ
る
育
種
試

験
を
行
っ
て
い
る
も
の
の
（
ブ
ラ
ジ
ル
の
法
律
上

、
苗
の
海
外
持

ち
出

し
は
禁

じ
ら

れ
て

い
る

）
、

品
種
特

性
が
固

定
さ

れ
て

お
ら

ず
、
は
か
ば
か
し
い
結
果
を
得
る
に
至
っ
て
い
な

い
。
 

・
 
C
o
ll
et
o
tr
ic
h
u
m
 g
lo
eo
sp
o
ri
o
id
es

に
対
し
て
充
分

な
耐
性
を
持
っ

た
品
種
は
未
だ
開
発
さ
れ
て
い
な
い
。
 

・
 
広

大
な

栽
培
面
積

は
も

と
よ

り
生

産
者

の
乏

し
い
経
済
力

か
ら

殺
菌
剤
や
殺
虫
剤
の
利
用
は
困
難
。
 

・
 
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
樹
の
利
用
可
能
年
限
は

1
0
0
年
程
度
と
い
わ
れ

て
お
り
、
耐
性
樹
種
へ
の
植
え
変
え
も
進
ん
で
い
な
い
。
 

・
 
遺
伝
子
工
学
に
よ
る
病
害
耐
性
遺
伝
子
の
同
定
 

・
 
耐
性
品
種
の
育
成
 

・
 
病
害
を
軽
減
す
る
栽
培
技
術
の
開
発
 

稲
 

・
 
品
種
特
性
の
劣
化
 

・
 
低
収
量
（
1
 t
/h
a
程
度
）
 

・
 
農
業
省
が
優
良
品
種
の
種
子
増
産
に
着
手
 

・
 
地
域
特
性
に
適
合
し
た
品
種
改
良
が
な
さ
れ
て
い

な
い
。
 

・
 
種
子
普
及
シ
ス
テ
ム
の
確
立
 

・
 
地
域
特
性
を
考
慮
し
た
品
種
改
良
 

大
 
豆
 

・
 
輪
作
体
系
の
合
理
化
 

・
 
耐
旱
性
品
種
の
育
成
 

・
 
米

国
の

N
G
O
（

C
L
U
S
A
）

が
ノ
ル

ウ
ェ

ー
政
府

の
資
金

援
助

（
N
O
R
A
D
）
に

よ
り
栽
培
普
及
活
動
を
開
始
（
2
0
0
3
年
～
）
 

・
 
農

業
省

食
糧
増

産
活

動
計
画

に
お
け

る
重
点

作
物

の
一

つ
と

す

る
。
 

・
 
販
路
が
確
立
し
て
い
な
い
。
 

・
 
II
A
M

が
ダ
イ
ズ

研
究
を
課
題
と
す
る
（
品
種
開

発
、
輪
作
体
系
改
良
、
等
）
 

・
 
家
族
や
農
村
単
位
で
の
加
工
技
術
（
豆
乳
、
等
）

の
普
及
 

ジ
ャ
ガ
イ
モ
 

・
 
優
良
な
種
イ
モ
確
保
 

・
 
高

い
生

産
経
費

（
潅

漑
、

施
肥

、

殺
虫
・
殺
菌
剤
、
搬
送
、
等
）
 

・
 
輪
作
地
の
確
保
 

・
 
南

ア
フ
リ

カ
共

和
国

か
ら

の
安
価

な
輸
入
品
 

・
 
栽

培
は

企
業

を
は

じ
め

と
し

た
資
本
力

の
あ

る
生

産
者

が
中
心

と
な
る
。
 

・
 
種
イ
モ
保
蔵
技
術
の
向
上
 

・
 
施
肥
お
よ
び
農
薬
散
布
技
術
の
向
上
 

野
菜
類
 

・
 
高

い
生

産
経
費

（
種

子
、

潅
漑

、

施
肥

、
殺
虫

・
殺

菌
剤

、
搬
送

、

等
）
 

・
 
栽

培
は
市

場
へ

の
搬

入
が
容

易
で

農
業
資
材

へ
の
投
資

が
可
能

な
生
産
者
に
限
ら
れ
る
。
 

・
 
施
肥
お
よ
び
農
薬
散
布
技
術
の
向
上
 

・
 
節
水
栽
培
技
術
 

サ
ツ
マ
イ
モ
 

・
 
高
栄
養
品
種
の
開
発
 

・
 
高
カ
ロ
チ
ン
品
種
が
開
発
さ
れ
て
い
る
。
 

・
 
改
良
品
種
の
普
及
シ
ス
テ
ム
の
確
立
 

・
 
改
良
種
子
の
栽
培
技
術
支
援
 

・
 
食
品
栄
養
実
験
室
の
設
立
 

コ
コ
ナ
ッ
ツ
 

・
 
枯
死
性
黄
化
病
（
le
th
al
 y
el
lo
w
in
g
 

d
is
ea
se
）
 

・
 
枯
死
性
黄
化
病
の
蔓
延
に
よ
る
コ
コ
ナ
ッ
ツ
産
業

の
衰
退
 

・
 
原
因
は
確
定
さ
れ
て
い
な
い
 

・
 
枯
死
性
黄
化
病
の
原
因
究
明
 

・
 
耐
性
品
種
の
育
成
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分
野
 

対
 
象
 

主
要
な
技
術
課
題
 

現
 
状
 

対
策
案
 

林 業 

 
－
 

・
 
無
秩
序
な
森
林
伐
採
が
進
行
し
て
い
る
。
 

・
 
伐
採
地
の
植
林
が
な
さ
れ
て
い
な
い
。
 

・
 
伐
採
地
の
実
情
調
査
 

・
 
固
有
種
の
遺
伝
資
源
収
集
・
保
存
 

・
 
植
林
技
術
の
向
上
・
普
及
 

・
 
住
民
へ
の
自
然
保
護
啓
蒙
活
動
 

・
 
規
律
あ
る
林
業
振
興
の
た
め
の
法
整
備
 

収穫後 

処理 

全
作
物
 

・
 
収
穫
ロ
ス
が
大
き
い
。
 

・
 
種
子
保
蔵
技
術
が
低
い
。
 

・
 
収
穫
物
の

1
0
～
4
0
％
が
失
わ
れ
て
い
る
と
見
ら
れ

て
い
る
。
 

・
 
播
種
用
種
子
の
損
失
が
大
き
く
、
小
農
の
最
大
の
関
心
事
と
も
な

っ
て
い
る
。
 

・
 
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
収
穫
後
乾
燥
処
理
に
注
意
が
払
わ

れ
て
お
ら
ず
、

ア
フ
ラ
ト
キ
シ
ン
汚
染
の
可
能
性
が
あ
る
。
 

・
 
技
術
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
改
良
と
普
及
 

・
 
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
収
穫
後
処
理
の
実
態
調
査
 

・
 
生

産
者

が
採

用
可
能

な
ト

ウ
モ

ロ
コ

シ
の

収
穫

後
処
理
技
術
の
開
発
 

簡易潅漑 

 
－
 

・
 
標
高

2
0
0
～
6
0
0
 
m

の
緩
や
か
な

傾
斜
地
に
は
中
小
の
河
川
が
存

在
し
、
簡
易
潅
漑
が
可
能
と
見
ら
れ
る
個
所
が
あ

る
。
 

・
 
中
規
模
農
民
が
簡
易
潅
漑
を
敷
設
し
て
い
る
（
マ
レ
マ
郡
ム
ト
ゥ

ア
リ
市
近
郊
、
ア
ン
ジ
ェ
ロ
・
J・
フ
ォ
ン
セ
カ
氏

、
3
0
0
 h
a
所
有
）
。

・
 
住
民
に
よ
る
簡
易
潅
漑
敷
設
地
区
が
あ
る
（
マ
レ

マ
郡
ム
ト
ゥ
ア

リ
市
近
郊
ム
テ
ィ
パ
村
、
等
）
。
 

・
 
簡
易
潅
漑
候
補
地
の
調
査
 

・
 
先
進
地
区
の
事
例
調
査
と
教
訓
の
習
得
 

・
 
住
民
参
加
型
で
の
簡
易
潅
漑
敷
設
 

・
 
簡
易
潅
漑
施
設
の
維
持
管
理
指
導
 

肉
 
牛
 

・
 
ツ
ェ
ツ
ェ
バ
エ
に
よ
る
病
害
 

・
 
付
加
価
値
の
添
加
（
肥
育
、
等
）

・
 
政
府
は
年
に

1
度
、
肉
牛
に
対
す
る
無
料
予
防
接

種
を
実
施
 

・
 
予
防
接
種
の
普
及
 

・
 
獣
医
サ
ー
ビ
ス
の
普
及
 

・
 
飼
料
の
質
向
上
 

牧 畜 

家
禽
類
 

－
 

・
 
ニ
ュ
ー
カ
ッ
ス
ル
病
を
は
じ
め
と
す
る
病
害
蔓
延
 

・
 
予
防
接
種
の
普
及
 

キ
ャ
ッ
サ
バ
 

・
 
付
加
価
値
の
向
上
 

・
 
生
食
、
あ
る
い
は
家
内
工
業
主
体
の
製
粉
（
主
食

シ
ー
マ
）
の
み

・
 
製
粉
の
工
業
化
技
術
導
入
 

・
 
キ
ャ
ッ
サ
バ
粉
の
利
用
技
術
（
製
パ
ン
利
用
、
等
）
 

・
 
デ
ン
プ
ン
の
工
業
化
技
術
導
入
 

・
 
茎
葉
利
用
に
よ
る
飼
料
製
造
技
術
導
入
 

農産加工用 

カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
 

・
 
付
加
価
値
の
向
上
 

・
 
種
子
（
仁
）
の
み
の
利
用
で
あ
る
。
 

・
 
果
肉
（
カ
シ
ュ
ー
ア
ッ
プ
ル
）
の
利
用
技
術
の
開

発
（
ジ
ャ
ム
、
ジ
ュ
ー
ス
、
等
）
 

・
 
殻
の
利
用
技
術
の
開
発
（
カ
シ
ュ
ー
塗
料
、
等
）
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6.3.2. 農産加工業の推進 

(1) 農業クラスター 

調査対象地域は、人口に比して広大な農業可能地を有することから土地集約的な農業に

比較優位性がある。伝統的に棉花、タバコ、カシューナッツなどの加工において輸出実

績があるほか、最近では大豆、ゴマなどが生産実績を伸ばしていることから、農産加工

分野には大きなフロンティアがあると考えられる。しかし、聞き取りを行った農産加工

企業では、加工用原料の不足により工場の稼働率が低下していること、加工用関連資機

材（ビニール、容器、ラベルなど）のほか、輸送インフラの不備が競争力を阻害する主

因であることが明らかとなった。農産加工分野では、加工業と生産農家さらには流通、

関連資材産業とのタテ（垂直）およびヨコ（水平）の連携が弱く、潜在的な資源の力が

活かされていないことが課題といえる。 

農産加工業の推進にあたっては、農産加工の原料となる農作物、一次、二次、三次加工

（最終）製品および関連産業分野による産業開発の誘発効果（シナジー効果）を促進する

ために戦略的な農業クラスターを開発手法として提示する。本来クラスターは、地理的

な産業集積と呼んでいるが、ここでは農作物を原料として、その加工にたどり着くまで

の関連する産業界の集まりのことをいう。アグロインダストリーを起点とする関連産業

は広範に亘り、そこで投入と産出の関係の深い複数の集まりをクラスターとして捉える

ことを意味している。クラスターを狭く捉えることで、調査対象地域の経済開発の焦点

が絞られ、効果的な対策の提案が容易になると考える。 

(2) 農業クラスターによる作物と加工製品の選定 

農産加工業を進める上での作物と加工品の選定は、調査対象地域の市場の狭小性を踏ま

えて、輸出指向型の付加価値の高い最終製品の姿を想定して検討する必要がある。また、

最終製品は、調査対象地域であるナカラ回廊一帯に生産ポテンシャルがあり、輸出競争

力を高めやすく、付加価値＝雇用吸収力があるという観点も重要である。さらには、現

行の農業形態や営農類型を大幅に変更しないことで、農家の技術的な対応力および生産

環境への影響を重視するほか、生産実績、輸出実績および輸出ポテンシャルも考慮して

検討することになる。 

以上の観点から優先作物と加工品の設定基準を表 6.3.2のように提案する。 
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表 6.3.2 優先作物と農産加工の設定基準 

基準 農作物（農家） 加工品（企業） 

生産ポテンシャル 

（作れるか） 

・栽培農家が多いか 

・栽培経験が豊富か 

・低投入でも一定の収量が確保できるか

・技術導入が比較的容易か 

・栽培適地が広大にあるか 

・政策的な優先度が高いか 

・原料が豊富である（原料の調達が安価

で、安定的に出来るほか、多様な加工

ができるか） 

・加工技術があるか 

・生産基盤や施設があるか 

・実績や経験があるか 

輸出ポテンシャル 

（売れるか） 

・原料の差別化が可能か 

・原料の安定供給が可能か 

 

・価格競争力があるか（価格競争力を高

める可能性があるか） 

・商品の差別化が可能か 

・市場は大きいか 

付加価値創出力 

（儲かるか） 

・原料生産農家の歩留まりが高いか 

・付加価値が高いか（付加価値率を高め

られるか） 

・雇用吸収力があるか（特に小農に裨益

する労働集約的であるか） 

・周辺業界や裾野産業へのシナジー効果

が高いか 

・価格変動の影響を小さくできるか 

・企業の進出促進を促すか 

 

(3) 優先的な農業クラスター 

農業クラスターは、1 種類の原料作物から様々な製品が生産され、さらに、その副産物

を活用して多様な製品の展開を可能とするものが多い。範囲の経済（economy of scope）

を考えた場合、特定の農産加工品目や作物をとりあげて、その生産性や輸出競争力を向

上させるよりも、上述のような農業クラスターの競争力強化を図る方が、地域開発アプ

ローチとしては実際的であり、開発モデルとしての適用度が高いと考えられる。このよ

うな手法によって、農産加工業の発展を推進することを検討する。農業クラスター推進

に向けて提案される優先的な作物とその最終製品は表 6.3.3のとおりである。 
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表 6.3.3 農業クラスターの概要（優先対象作物、最終製品の選定） 

関連産業（業界） 

農業クラスター 

一次産業 二次産業 三次産業 

農作物 中間製品 最終製品 

配合飼料 穀物生産、 

畜産生産 

配合飼料、 

乳製品、 

肉製品 

生産資材 

貯蔵、運送業

（鉄道・トラ

ック）、流通業

トウモロコ

シ、キャサ

バ、大豆など

配合飼料 鶏肉、牛肉、

乳製品 

野 菜 野菜生産 冷凍食品業、

缶･瓶詰業、

フリーズド

ライ 

生産資材、 

貯蔵、運送業

（鉄道・トラ

ック）、流通業

トマトなど  トマト製品

（ピューレ

など）、生食

トマト 

果 樹 果実生産、 

永年性工芸作

物生産 

缶･瓶詰業、

ドライフル

ーツ 

生産資材、 

貯蔵、運送業、

流通業 

カシューナ

ッツ、バナ

ナ、オレンジ

など 

バガス、 

燃料用木材 

果汁、ナッ

ツ、生食果

実 

木 材 林業、 

ケナフ生産 

製材業、 

合板製造業、

建材業、 

家具製造、 

製紙業 

生産資材、 

貯蔵、運送業

（鉄道・トラ

ック）、流通業

森林資源、ケ

ナフなど 

バガス 家具、建材、

合板、ダン

ボール 

棉 花 棉花生産 紡績業、 

布織物、 

染色業、 

縫製業 

生産資材、 

貯蔵、運送業

（鉄道・トラ

ック）、流通業

棉花 棉糸、棉布、

棉実油 

棉糸、棉布、

衣料、マー

ガリン 

バイオ燃料 サトウキビ生

産、 

ユーカリ生産、 

ヤシ生産、 

ジャトロファ

生産 

木炭製造、 

搾油処理 

生産資材、 

貯蔵、運送業、

流通業 

サトウキビ、

ユーカリ、ヤ

シ、ジャトロ

ファなど 

木炭、バガ

ス 

バイオ燃料

 

 

農業クラスターのうち、ここではその展開事例として、調査対象地域における伝統的な

作物であるカシューナッツとキャッサバのクラスターおよび新規作物として期待されて

いる大豆を起点とする配合飼料クラスターの各コンセプトの事例を下図に示す。 

事例 1：カシューナッツ生産クラスターのコンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加工食品

（ジュース、

ジャム、等）

仁 殻

果肉種子

塗料、等

輸出
輸出

輸出

輸出

燃料

カシューナッツ

加工食品

（ジュース、

ジャム、等）

仁 殻

果肉種子

塗料、等

輸出
輸出

輸出

輸出

燃料

カシューナッツ
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事例 2：キャッサバ生産クラスターのコンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例 3：配合飼料生産クラスターのコンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3.3. 農民の組織化 

(1) 組織化の意義に関する農民の意識向上 

対象地域の小規模農家は、内戦により国内外に避難を余議なくされ、内戦終結後再定住

した人が多く、各人（世帯）の経済的・社会的・政治的エンタイトルメントが非常に脆

弱である。そのため、ドナーのプロジェクトや NGO の活動では、小規模農民を組織化

させることによって脆弱なエンタイトルメントを補完・強化しようとする手法が使われ

ている。 

粉

乾燥イモ

キャッサバ

販売

茎葉生イモ

ペレット

飼料

エタノール デンプン

残渣

デンプン加工食品

（ケーキ、

パン、等）

チップ粉

輸出

販売

輸出デキストリン、加

工デンプン、等

輸出

輸出飼料

粉

乾燥イモ

キャッサバ

販売

茎葉生イモ

ペレット

飼料

エタノール デンプン

残渣

デンプン加工食品

（ケーキ、

パン、等）

チップ粉

輸出

販売

輸出デキストリン、加

工デンプン、等

輸出

輸出飼料

輸出

ダイズ

絞り粕

ダイズ油

配合飼料（トウモロコシ＋ダイズ粕）

トウモロコシ

輸出

輸出

肉牛 乳牛 ブロイラー 採卵用養鶏 豚

生体輸出 牛皮 内臓肉 冷凍肉 生乳 鶏肉 鶏糞 鶏卵 豚肉 豚糞

バター チーズ ヨーグルト粉ミルク

輸出

輸出

ダイズ

絞り粕

ダイズ油

配合飼料（トウモロコシ＋ダイズ粕）

トウモロコシ

輸出

輸出

肉牛 乳牛 ブロイラー 採卵用養鶏 豚

生体輸出 牛皮 内臓肉 冷凍肉 生乳 鶏肉 鶏糞 鶏卵 豚肉 豚糞

バター チーズ ヨーグルト粉ミルク

輸出
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小規模農家が、自己の生産性を高め、収入向上を目指すうえで、さまざまな阻害要因が

ある。具体例としては、これまでも述べてきたとおり、農業資機材（改良種子、肥料、

農薬）、新しい技術および知識、病虫害対策等への限定的なアクセス、売り先についての

情報収集や収穫物のマーケットへの運搬等の不足、資機材やサービスを得るための資金

調達の難しさなどである。しかし、個人は脆弱なエンタイトルメントしか持てない農民

であっても、グループを形成し、個々の力を結集することによって、農業省の普及サー

ビスや情報にアクセスしやすくなり、共同収集・出荷を通じて、中間業者がコミュニテ

ィまで買い取り・集荷に来る機会も増える。さらにグループが運営組織を持ち、法人登

録ができると、銀行口座が開設可能になり、各種ローンを借りることもできるようにな

る。このような点において、対象地域においては、グループ化・組織化手法が重要とみ

なされている。 

しかし、農民を組織化するうえで留意すべき点は、「はじめに組織ありき」で考えるので

はなく、対象者が自ら開発課題を特定し、その解決に有効な手段として「個人」よりも

「組織」が必要であると、彼ら自身に「発見」させることである。前述のような組織化の

メリットを彼ら自身で「発見」させることは、農民たちの「組織」に対するオーナーシ

ップが高められ、長期的な自立発展性に繋がる。特にモザンビークの場合は、社会主義

時代に「農民組合（Co-operation）」活動が失敗し、農民に拒否反応を残してしまったこ

と、内戦によってコミュニティが崩壊してしまったことなどの特殊性がある。したがっ

て、今後プロジェクトで組織化を推進する場合は、農民全体の意識向上およびリーダー

の育成に十分な時間をかけることを提案する。 

(2) 組織形成の目的の明確化 

農民・コミュニティが抱える開発課題が特定されたら、まず、問題解決のために何が必

要（活動目的）であるか、何から取り組むべきか（優先順位付け）を考える必要がある。

現在、対象地域で活動している農民組織の活動目的は、概ね以下の 5 つの分野に分けら

れる。（詳細は、「3.7.3農民組織」を参照） 

1) 農業普及サービスの受け皿 

2) 相互扶助の強化 

3) 共同収集・出荷 

4) 農業金融へのアクセス 

5) 共有財産の管理 
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対象地域で活動しているグループ・組織を検証すると、必ずしも活動を 1 つの目的のみ

に特化しておらず、1 つ以上の活動目的をもつものも少なくない。また農業普及サービ

スの受け皿として開始した活動が、組織構成員間の相互扶助の強化を生みだしたり、組

織的な交渉力をもたせるために共同収集・出荷の活動を始めたりと、活動を発展させて

いくケースもある。さらに組織を法人登録することによって、資金調達が容易になった

り、群・州政府の資金を使って共有財産（農機具や倉庫等）を持つに至ったりしている

組織もある。 

グループや組織で活動していく際には、計画・役割分担・ルールが最低必要となってく

る。これらの内容を決定するのは、農民自身である。特に重要なのは、ルール作りであ

る。活動を円滑に進めているグループ・組織は、個々のメンバーがグループのルールを

説明することができ、自分たちの役割やルールを破った際の罰則（処遇）について理解

している。したがって、計画・役割分担・ルール作りは、基礎的なものから始め、活動

の展開に合わせて拡充していくように考えて行くべきである。 

(3) 組織運営実施体制の整備 

構成員数の大きさや組織運営実施体制は、組織の活動目的によって違いがある。以下は、

対象地域でみられる構成員のサイズと運営体制について、活動目的別に記載したもので

ある。 

1) 農業普及サービスの受け皿 

農業省の普及サービスでは、20～25農家を一つのグループとし、このグループの 1農家

の農場を借りて CDRを整備し、グループのメンバーへの技術普及を行っている。そのた

め 20～25農家は、比較的近隣に居住する人々である。特に運営体制を持たず、農業普及・

研修の「受け皿（場）」として農民グループが存在していることも多い。 

NGO の活動では、10～40 農家を一つのグループとしている。ただし、週一回の会合は

全員が参加することとなっているため、会合場所から半径 5 km 程度の地域に居住する

人々が対象である。NGOの活動では、このグループを基礎単位とし、さまざまな活動が

展開されていくため、運営組織（管理委員会・理事会、各種委員等）を持っている。ま

た、複数のグループをまとめた「農民グループ共同体（Forum）」を形成しているところ

もある。 

どちらもグループ・組織への参加は義務ではない。 
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2) 相互扶助の強化 

1)と同様。 

3) 共同収集・出荷 

共同収集・出荷のメリットは、ある程度の生産物の量をまとめることによって発現する

ため、1)で述べた基礎単位（グループ・組織）が複数集まって実施することが多い。さ

らに、3.7.3で紹介した IKURUの例では、農民組織の共同体（FORA）が集まって企業体

を形成することによって、より大きな規模で組織を作り、共同収集・出荷の効果を高め

る活動を行っている。（IKURUの仕組みについては、3.7.3を参照）IKURUでは、現在ゴ

マと大豆に関しては共同で栽培から出荷まで行っているほか、その他の作物についても、

各グループ・組織が独自で共同出荷の取り組みを行っている。 

対象地域の農民グループ・組織では、初期段階から共同収集・出荷の活動を行うところ

は稀で、まずは基礎単位となるグループ・組織の体制を整えてから、共同収集・出荷へ

活動を展開させていくところが多い。ただし、近隣に共同収集・出荷の活動を行ってい

るグループ・組織があり、それらが活動を地域的に拡大している場合は、この限りでは

ない。 

4) 農業金融へのアクセス 

対象地域の農業金融へのアクセスは、非常に限られている。融資を受けるためには、法

人登録等を行った上で、銀行口座の開設が必要である。郡によっては、Rural Initiative Fund

を活用し、法人登録および口座開設を行った農民組織に対し、農機具（トラクター、畜

耕用家畜等）購入用資金の支援を行っているところもある。このような農民組織は、基

礎単位となるグループが複数集合している場合が多い。 

銀行借り入れの場合は、法人手続きを行うだけでは十分ではなく、より信用のある組織

のバックアップが必要な場合が多い。CLUSAでは、これまで支援を行っている農家のう

ち、「Emerging farmers」と呼ばれる農家に対し、銀行融資を得るための信用保証を行っ

ている。Emerging farmersと認められる農家は、これまでの活動実績や耕作面積等、CLUSA

が設定する条件をクリアしなければならない。 

5) 共有財産の管理 

共同財産の種類によって、グループ・組織が形成されることが多いため、構成員のサイ

ズは一定ではない。ただし、共同財産の維持・管理が必要であることから、計画・実施

体制・ルールの整備が重要となってくる。 
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(4) キャパシティ・ビルディング活動 

1) リーダーの育成 

組織を円滑に運営・管理していくためには、リーダーとなる人材の育成が必須である。

リーダーとなる人材の発掘については、既存のコミュニティを基盤とするグループ・組

織の場合と、入植や再定住などで新しく作られたコミュニティの場合では、違いがある

が、以下のいずれかの要件を満たす人材を発掘していくことが肝要である。これらの要

件は、リーダーとして必要な技能であり、コミュニティにおける活動のなか（OJT）で、

意識的に育成していくことが望まれる。 

• コミュニティの抱える課題について問題意識を持っている。 

• Community Change Agentとして Pro Activeな活動が期待できる。 

• 周囲の人々に課題と対策を合理的に説明できる能力が高い。 

2) メンバーのトレーニング 

対象地域は、特に 30代以上の世代で、公的教育を十分に受けていない人々が多い。その

ため、新しい概念や知識に対する吸収力（Absorptive Capacity）が高くなく、段階的な支

援が必要となる。トレーニングすべき技能に関しては、活動目的に沿って変化していく

が、代表的なものとして、以下の事項があげられる。 

• 情報共有・伝達手法（information sharing） 

• ルールの整備と管理手法 

• 会議運営手法 

• 計画立案手法 

• 会計・物品管理手法 

• 共有財産の維持・管理手法 

• 評価・モニタリング手法 

• 社会的弱者の参加促進手法 

(5) 農民組織化活動の実施主体に関する提案 

対象地域における農業組織化活動は、農業省の農業普及員以外、NGO（国内外）や企業

等が行っている。農業省および企業は、生産性向上のための栽培技術の向上等、比較的

技術的な支援が中心であるのに対し、NGO は、農村・コミュニティの開発課題（農業、

インフラ、保健、教育、水と衛生等）に横断的な支援を行っていること、また販売・輸

出等に対するマーケティングの活動も行っていることが特徴である。 
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農業省は、なるべく多くの人々が最低限の普及サービスにアクセスできるよう農業普及

体制の整備を最優先としており、NGOのようなきめ細かな課題横断的対応ができていな

い。一方で、NGOは、ドナーのプロジェクトのなかで活動しているため、活動地域が限

定的となっている。農業省、NGOともに、限られた普及員の人数、予算、資機材で活動

しているため、活動の重複がないよう、活動地域を分担している。したがって、農民の

組織化および農村開発の深さ・広がりについては、農業省と NGO の介入地域で濃淡が

できてしまうという結果となっている。 

対象地域における農民の組織化および農村開発を今後促進させ、進捗状況を平準化して

いくためには、農業省および NGO の活動のメリットを有機的に取り込んでいく制度を

整備していくことが重要であり、そのための更なる検証が必要である。 

6.3.4. 生産基盤整備 

(1) 水資源開発調査 

第 3章の 3.1.2で述べたように、調査対象地域が流域の最上流部に位置することから、大

規模な水資源開発ポテンシャルはそれほど高くないと推定される。しかし、潅漑、集落

給水、畜産用水ならびに農畜産物加工のための水源は調査対象地域の農業開発には必須

であり、今後の水資源利用量の増加に対する対策を検討しなければならない。 

水資源開発に当たっては、先ず調査対象地域の水資源開発ポテンシャルの確認調査を実

施する必要がある。また、既存の降雨ならびに流出データの確認と今後の開発に必要と

なる、気象・水文観測網の整備をプログラムの第 1 段階で実施される研究能力向上プロ

ジェクトの中で実施し、詳細な解析は続く総合農業開発計画調査の中で実施する。農業開

発のための水資源ポテンシャル確認作業は、調査対象地域の水資源管理を行う中央北部

ARAとの共同作業となる。 

(2) 潅漑開発 

農業生産性の向上のためには、雨期の補給潅漑と乾期の潅漑が必要であり、水資源開発

の可能性のある地区で潅漑整備を実施する。その段階は以下のように想定される。 

1） 調査対象地域の小農を含む住民に、潅漑の意義と効果に対する理解を、既存の潅漑

システムの実態を視察させ、受益農民から、直接視察農民へ潅漑の効果を話しても

らうことにより、潅漑の普及を行う。そのためには、既存潅漑システムの普及員に

よる運営・維持・管理ならびに節水型潅漑方法、節水型栽培法などの集中支援が必

要となる。 
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2） 潅漑可能な地区が決定された後は、将来の潅漑の運転維持管理を視野にして、受益

予定者との参加型計画策定が行われなければならない。開発意志の確認を含めた、

村落地区での受益者予定者との協議を開始する過程で、受益者の潅漑システムの帰

属意識の形成と共同体での権限と義務の確認を行い、政府の支援と農民の責任分担

を明確にする。 

3） 大規模潅漑の開発可能性のある地区がある場合は、上記の内容以外に、開発に伴う

十分な環境社会配慮がなされなければならない。 

(3) 農道・集落道整備 

調査対象地域のナカラ回廊幹線ならびに支線の整備は公共事業・住宅省の道路総局

（ANE）の改修計画に基づき実施されている。農産加工業を起点とした地域農業開発の推

進のためには、農業生産の圃場から幹支線道路にアクセスする末端の農道・集落道路の

整備が必要となる。農道・集落道は小規模であることと受益者が限られることから、農

道集落道の整備は、住民の参加型で改修することを提案する。受益者である農民・住民

による道路整備に対する必要性の確認を住民会議で行い、どのように改修していくのか、

改修に村民が出来ることならびに政府の支援は何なのか、改修した道路の維持管理は誰

がどのように行うのか等を協議し、その要請提案書を郡レベルで提出してもらい、郡レ

ベルで優先順位をつけて、2 年から 5 年の期間の改修計画を策定し、実施していくもの

とする。このプロセスを実施していく中で、住民の中での共同体帰属意識と、住民が積

極的に地域農業開発を推進する主役となる自信を醸成していく。政府の支援は、住民の

企画に基づく必要資機材の貸・供与とする。 

以上の開発目標を実現するための対応策に基づいて、政策課題、対象地域のゾーニング、

実施優先度を整理すると、支援プログラム／プロジェクト案は表 6.3.4のようになる。 
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6.4.  日伯モザンビーク関係機関の役割 

ブラジルの広大な熱帯サバンナ（セラード地帯）をブラジル国政府と協力して一大穀倉

地帯に変貌させた JICAのセラード農業開発事業（プロデセール事業）は、日本国の政府

開発援助（ODA）の中でも極めて規模の大きな事業であった。この貴重な経験をモザン

ビークの熱帯サバンナ開発で活用するために、日本国の開発計画の策定・実施能力とブ

ラジル国のセラード開発で培った技術と専門家を活用するために、日本とブラジル両国

が協力することは有意義である。 

ブラジルのセラード開発の実施により、農牧業研究公社（EMBRAPA）、農業普及技術支

援公社（EMATER）、国立農村訓練サービス（SENAR）、農業開発会社（CAMPO）など

に蓄積された技術の活用およびブラジル人専門家の派遣により実施する。これらの機関

にはセラード開発に関連するものだけではなく、ブラジル東北部の半乾燥地開発に関す

る知見も蓄積されているため、それらに関しても活用の可能性は大きい。 

特に、EMBRAPA はガーナのアクラにアフリカ地域事務所を構えており、アフリカにお

ける支援実績がある。また、EMBRAPA は、アフリカのサバンナ地域は「新セラード」

として将来の世界の食料生産拠点に変貌するポテンシャルがあるとして、FAOと世界銀

行と協力して、セラード開発の成果がアフリカのサバンナ地域に適用可能であるかの調

査を開始したところである。 

モザンビーク国政府の役割としては、本プログラムの実施において､農業省が中心となり､

関係省庁および地方行政機関の調整を行う必要がある｡また､モザンビーク国政府は､開

発政策上､本プログラムに高いプライオリティーを置き、必要とされる財政および人材を

当てる｡さらに、JBPP に基づく日伯調査団および専門家の受入に際しては、必要な便宜

供与を行うことが約束されている。一方、モザンビーク国政府は、予算確保に係る制度

改革に関連する政策を実施する必要がある。 

6.5.  実施方法案 

ProSavana-JBMは、2段階に分けて実施される予定である。第 1段階（プログラム準備段

階）では、日本とブラジルによる技術協力として 4つのプロジェクトを実施し､モザンビ

ーク熱帯サバンナ農業開発モデルを確立する｡1）基礎調査：2010年 3月に終了予定、2）

研究能力向上プロジェクト：2010 年に開始予定、3）ナカラ回廊周辺地域総合農業開発

計画（マスタープラン）：2011年より開始予定、4）村落レベルの開発モデル構築（実証

調査）：2011 年度より開始予定。これら 3 つの技術協力プロジェクトは並行的に実施さ
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れ、それぞれ連携することにより、相乗効果を期待する。第 2段階は、第 1段階の成果

を基に資金協力により、プログラムの面的拡大を図る｡開始時期は、第 5次政府 5カ年計

画に合わせて、2015年ごろが想定される。 

各プロジェクトの実施期間案を以下に示す。 

表 6.5.1 実施期間案 

 

 

 

 

 

日本とブラジルの調査団は、モザンビークのカウンターパートと共同して、既存データ

の分析、意見交換、ヒアリング、現地調査などを実施した。その結果、研究能力向上プ

ロジェクトと開発モデル構築プロジェクト（実証調査）に関して、以下の点に留意して

実施すべきであるとされる。 

• 既存の情報および作物を基本に持続可能で社会包括的な開発の推進 

• 生産、加工、ロジスティックを包括したシステムの推進 

• 地域およびグローバルなニーズに答える開発 

• 中央政府の指揮のもと、地域に貢献する戦略クラスターを確立するために、回廊

沿いの鉄道網を基準とした農業ブロックの検討 

• 第 1段階では、鉄道沿線および市場の中心地域で開発の基礎を作る。第 2段階で

は鉄道から遠方の地域に着手する。 

ナカラ回廊周辺地域には、ブラジルのセラードおよび半乾燥地の特徴をもつ地域が分布

している。実証調査の実施はこれらの特徴を代表する 2ヶ所（ゾーニングの地域 IIおよ

び地域 IV）で同時に実施することを提案する。このプロジェクトは地域住民にその効果

を展示することを目標としており、これにより多くの生産者が生産プロセスを見直す機

会になることを目指している。 

実証調査の実施場所は、EMBRAPA の参加により実施される研究能力向上プロジェクト

の事前調査で再確認する。一方、EMBRAPAには以下の項目への参加が期待される。 

• 土壌調査（分類・分布、肥料） 

• 気象データの収集 

• ナカラ回廊周辺地域の GIS地図 

ProSavana-JBM

第1段階

1）基礎調査

2）研究能力向上プロジェクト

3）ナカラ回廊周辺地域総合農業開発計画調査

4）村落レベルの開発モデル構築プロジェクト

第2段階

事業化

2010 2011 2012 2013 2018 20192014 2015 2016 2017
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• 農業環境によるゾーニング 

• 戦略クラスターの検討 

• 作物の技術適応（品種、肥料） 

• 土壌および水源保全のための教育 

一方、セラード開発におけるプロデセール事業では、日伯合弁の民間会社である CAMPO

社を設立し、事業の企画・調整・監督を担当させ、調整機関としての機能を果たした経

験がある。そのため、本プログラムの事業化に当っても三ヶ国合同で調整機関を設立し、

政権交代の影響や各国の景気動向の影響を低減させ、事業実施を促進することを提案す

る。さらに、事業実施国であるモザンビーク国では、事業化に際しては中央政府の省庁

および州や郡政府などの多くの公的機関、さらに、民間企業や NGO などが関係するこ

とになる。そのため、モザンビーク農業省は、これらの関係機関間の調整を確実に実施

することが重要となる。必要に応じて、より強い権限を有する新たな機関（ナカラ回廊

地域開発公社など）を設置することも考えられる。 
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図 6.2.1 ナカラ回廊地域のゾーニング図 
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第7章  第 1段階でのプロジェクトの検討 

7.1.  第 1 段階でのプロジェクトの必要性 

ブラジルにおけるセラード開発や半乾燥地開発を通じて蓄積された知見は､モザンビー

クのサバンナ農業の生産性向上に活用できるものが多いことが明確になった。ただし､

ブラジルのセラード地帯とモザンビークのサバンナ地域では、社会経済環境は大きく異

なっている。そのため、モザンビークのナカラ回廊周辺地域の農業開発を現実的に実現

するためには、先ず地域に適合した｢農業開発モデル｣を確立し、それを面的に拡大する

ことが有用であると判断される｡一方、ブラジルのセラード開発で先駆プロジェクトであ

ったプロデセール事業では、事業の実施において技術協力と資金協力とが車の両輪とし

て良好に機能した実績がある。 

そのため、「農業開発モデル」を構築するために必要な活動をプログラムの準備段階で､

日本国およびブラジル国からの「技術協力」により実施する。それは、プログラムの事

業化を効率的かつ効果的に開始するために必要な準備活動でもあり、戦略的な短期計画

および早急に必要な活動でもある。プロデセール事業の経験から「試験研究の成果」の

蓄積と「実証プロジェクト」の先行がプログラムの事業化を実現するうえで非常に有効

であった知見がある。そのため、戦略的な短期計画である以下のプロジェクトをプログ

ラムの準備段階である第 1段階において実施することを提案する。 

（1）研究能力向上プロジェクト 

（2）ナカラ回廊周辺地域総合農業開発計画調査 

（3）村落レベルの開発モデル構築プロジェクト 

7.2.  研究能力向上プロジェクト 

IIAMの農業試験場（ナンプーラ地域試験場およびムトゥアリ支所）において、ナカラ回

廊周辺地域における農業開発で推奨する土壌改良技術や導入作物・家畜を明確にするた

めに、試験場レベルで試験研究を実施し、農業生産技術の向上を図る。また、確立され

た技術は、3）村落レベルの開発モデル構築プロジェクトで実証調査に供されると共に

ProSavana-JBM の事業化において、対象地域に技術普及される。さらに、本プロジェク

トの実施を通じて IIAMの研究能力の向上を図る。 
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1.プロジェクト名 研究能力向上プロジェクト 

2.実施スキーム 技術協力プロジェクト 3.実施機関 農業省／IIAM 

4.プロジェクトの概要 

（1）上位目標 

ナカラ回廊周辺地域の農業生産が拡大する。 

（2）プロジェクトの目的 

ProSavana-JBMのための IIAMの試験研究能力が向上する。 

（3）プロジェクトに期待される主要な成果 

1）ナカラ回廊周辺地域の農業適地が明らかになる。 

2）ナカラ回廊周辺地域の土壌改良技術が明らかになる。 

3）ナカラ回廊周辺地域の作物生産の適正技術が明らかになる。 

4）ナカラ回廊周辺地域の畜産生産の適正技術が明らかになる。 

5）戦略クラスターが明らかになる。 

（4）想定される実施地域 

IIAMのナンプーラ地域試験場およびムトゥアリ支所の 2ヶ所 

（5）主な活動内容 

1）ナカラ回廊周辺地域の土壌状況を評価する。 

2）ナカラ回廊周辺地域の気象データを収集する。 

3）ナカラ回廊周辺地域の GIS地図を作成する。 

4）農業環境ゾーニングを検討する。 

5）パイロット試験地区の選定基準を設定する。 

6）パイロット試験地区を選定する。 

7）土壌改良の技術を検討する。 

8）ナカラ回廊周辺地域で栽培する作物を試験する。 

9）奨励する作物を明らかにする。 

10）ナカラ回廊周辺地域で飼育する家畜を試験する。 

11）奨励する家畜を明らかにする。 

12）戦略クラスターを検討する。など 

5. 主な投入内容 

（1）日本側 

・専門家の派遣 

・資機材の供与 

・プロジェクト経費の負担 

（2）ブラジル側 

・専門家の派遣 

・資機材の供与 

・C/Pのブラジルでの研修 

（3）モザンビーク側 

・カウンターパートの配置

・土地、施設の提供 

・ローカルコストの負担 

6. 実施時期 

開始時期：2010年 6月 終了時期：2013年 5月      （プロジェクト期間：3.0年） 

7. 留意点等 

  － 

 

 

7.3.  ナカラ回廊周辺地域総合農業開発計画調査 

ナカラ回廊周辺地域における地域農業を振興するために、総合農業開発計画（マスター

プラン）を策定するための開発調査を実施する。開発計画は、農業開発の方向性に従っ

て農産加工業を起点とした地域農業開発の実現に向けた総合的な計画となる。また、開

発計画は、ナカラ回廊周辺地域の農産物の競争力強化を目的とした、マルチセクターに

よる総合開発計画となる。さらに、ProSavana-JBM の実施のための資金協力計画も作成

する。 
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1.プロジェクト名 ナカラ回廊周辺地域総合農業開発計画調査 

2.実施スキーム 開発調査 3.実施機関 農業省／企画開発省／州政府（ナンプーラ、

ニアサ、ザンベジア）／郡政府 

4.プロジェクトの概要 

（1）上位目標 

ナカラ回廊周辺地域の地域経済が発展する。 

（2）プロジェクトの目的 

農産加工業を起点とした地域開発を推進するために必要な総合農業開発計画（マスタープラン）を

策定する。 

（3）プロジェクトに期待される主要な成果 

1）農業、工業、商業、交通などの各セクターに関連する持続可能な開発計画が策定される。 

2）農産物の生産性の向上による市場競争力の強化策が策定される。 

3）付加価値の向上のための方策が策定される。 

4）地域住民の所得向上のための方策が策定される。 

5）環境保全のための方策が策定される。 

（4）想定される実施地域 

ナカラ回廊周辺地域一帯 

（5）主な活動内容 

1）基礎調査の実施（対象地域の開発条件と課題の分析） 

・気象および土壌条件 

・土地資源の分布状況 

・農業環境ゾーニング 

・開発制約要因：インフラ（道路、鉄道、港湾、潅漑、物流、市場など）、生産形態、人的資源、制

度・組織、金融など 

2）開発政策の検証と制約要因の把握（貧困削減、産業振興、地域経済統合など） 

3）開発戦略の基本構想の策定 

・人口、国内需給、輸出可能性、交通需要量、貨物需要量など 

4）開発戦略案の策定 

・産地形成のための地域ブロック化の検討 

5）開発計画（プログラム／プロジェクト）の策定 

・開発優先順位の検討 

・実施体制の検討 

・事業費概算 

・実施計画の策定 

・資金協力計画の策定 

6）事業評価など 

5. 主な投入内容 

（1）日本側 

・専門家の派遣 

・調査用資機材の準備 

（2）ブラジル側 

・専門家の派遣 

・調査用資機材の準備 

（3）モザンビーク側 

・カウンターパートの配置

・調査用事務所の提供 

6. 実施時期 

開始時期：2011年 6月 終了時期：2013年 5月      （プロジェクト期間：2.0年） 

7. 留意点等 

  － 
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7.4.  村落レベルの開発モデル構築プロジェクト 

ナカラ回廊周辺地域から複数の事業優先地の候補を選定し､「農業開発モデル」構築のた

めに、村落レベルで農業開発に関連する活動を実証調査として検証する｡対象地は、1）

研究能力向上プロジェクトとの連携を考慮して、農業試験場の近隣地区が望ましい。ま

た、実証調査には技術普及や職業訓練のための活動も含まれる。さらに、1）の成果で短

期に実証が可能な項目に関しては、パイロット事業として活動を開始する。 

1.プロジェクト名 村落レベルの開発モデル構築プロジェクト 

2.実施スキーム 技術協力プロジェクト 

（実証調査） 

3.実施機関 農業省／ナンプーラ州政府／

郡政府 

4.プロジェクトの概要 

（1）上位目標 

ProSavana-JBMの事業化が進展する。 

（2）プロジェクトの目的 

対象地域に適合した複数の村落開発モデルが構築される。 

（3）プロジェクトに期待される主要な成果 

1）試験研究成果の現地適用にあたっての必要な条件が明らかになる。 

2）技術普及および職業訓練の実施方法が明らかになる。 

3）村落開発事業における農業省、州政府、郡行政、NGOなどの役割分担が明らかになる。 

4）村落開発モデルが策定される。 

5）村落開発モデルごとの実施マニュアルが整備される。 

（4）想定される実施地域 

ナンプーラ州（ナンプーラおよびムトゥアリ周辺地区） 

（5）主な活動内容 

1）試験研究成果やマスタープランの開発手法の実証方法を検討する。 

2）農業普及員に技術訓練を実施する。 

3）農業開発に関連する関係者を対象に、村落開発事業に関するセミナーを開催する。 

4）実証調査により、データ・情報が収集できるように、対象農民・農民グループを選定する。 

5）活動目的に合わせて、農民グループ・組織の運営体制を整備する。 

6）農民・農民グループ･協同組合を対象に、に技術訓練を実施する。 

7）複数の村落開発モデルを検討する。 

8）村落開発モデルごとに、事業の実施方法を検討する。 

9）村落開発モデルごとに、活動の促進・阻害要因などを整理する。 

10）村落開発モデルごとの実施マニュアルを作成する。など 

5. 主な投入内容 

（1）日本側 

・専門家の派遣 

・資機材の供与 

・プロジェクト経費の負担 

（2）ブラジル側 

・専門家の派遣 

・資機材の供与 

・C/Pのブラジルでの研修 

（3）モザンビーク側 

・カウンターパートの配置 

・土地、施設の提供 

・ローカルコストの負担 

6. 実施時期 

開始時期：2011年 6月 終了時期：2014年 5月      （プロジェクト期間：3.0年） 

7. 留意点等 

  － 
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第8章  結論および提言 

8.1.  結 論 

1．本報告書は、2009 年 9 月に開始した「第 1 回モザンビーク調査」時に、モザンビー

ク国農業省から提示された 12郡を「ナカラ回廊地域」として実施した調査結果を取り纏

めたものである。調査対象地域は、東西約 600 kmで国道 13号線と鉄道が平行して走る

分水嶺を南北にまたがる郡である。この地域は多様性に富む自然・社会環境により形成

されている。大別すると、東部は降水量が比較的に少ない半乾燥地域であり、ブラジル

のカアチンガ地帯に類似している。一方、西部は降水量が増えて、調査対象 12郡の外側

には、セラード類似の機械化可能な潜在農業地が大規模に広がると EMBRAPAは指摘し

ている。 

2．サバンナ農業開発の先駆的な例であったブラジルのセラード開発を通して蓄積された

経験と知見を活用して、モザンビークの熱帯サバンナであるナカラ回廊周辺地域の農業

開発を実施することにより、事業実施地域の食料の確保、貧困の緩和、農家の収入の増

加が実現し、さらに、市場指向型の農業開発の導入により地域の経済発展が期待される。

また、極度の貧困や飢餓の撲滅を図る国連の「ミレニアム開発目標（MDGS）」の達成に

も貢献する。さらに将来的には、本プログラムの成果を踏まえ、アフリカ熱帯サバンナ

地域の農業・農村地域開発の推進に寄与し、アフリカの地域経済の発展と世界の食料安

全保障に貢献することが予見される。そのため、ProSavana-JBM の実施の妥当性は十分

にあると判断され、本プログラムを早期に実施することが非常に重要である。 

ただし、開発の対象地であるナカラ回廊周辺地域に関する自然条件、社会環境、経済活

動などに関する詳細な情報は不十分であり、プログラム実施の初期段階で、プログラム

の事業化に必要な試験研究や実証調査を実施するとともに、適切な開発計画を策定する

必要がある。このことは、ブラジルのセラード開発を通じて日伯両国が経験し、十分に

蓄積した知見でもある。 

3．一方、ブラジル側（EMBRAPA）は独自の調査結果をも踏まえて、ナカラ回廊地域の

農業開発について、調査の最終段階で以下の提言をした。 

1) 今回の「準備調査」は、国道 13号線沿いに、ナンプーラ州並びにニアサ州およびザ

ンベジア州の一部を調査対象地域とした。しかしながら、この地域には、①大規模

農業を展開する農地はない、②この地域には（国道 13号線南東部で実施されている

商品作物を生産する小規模農家を除き）セラード類似の土地は存在しない。 
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このことは、この限定された地域での市場志向の農業開発を目指す上で、2つの課題

を残す。即ち、①ブラジルが提供可能で即現地で利用できるような商業農業向けの

遺伝資源（品種）や技術の導入には限界がある。②従って、（当面は）これら散在す

る中小規模農家が現在生産している作物の生産性を上げて増収を図るように取組む

べきである。 

2) 他方、EMBRAPA の研究者チームは、ニアサ州およびナンプーラ州のナカラ回廊の

北西には約 640万 haにもおよぶブラジルのセラード類似土壌の存在を確認した。こ

れらセラード類似土壌は、上記 1）の調査対象地域の約 12％程度しか占めていない

（残る 88%は、本調査の対象地域とした国道 13号線沿いの 12郡外に分布する）。 

640万 haが分布するおおよその位置は下図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展：「開催国際シンポジウム」（3/17）での EMBRAPA総裁プレゼン資料 
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3) 従って、ブラジル側（EMBRAPA）は、本プログラムの対象地域を国道 13 号線沿い

の「中小規模農家増収支援」に加え、「商業規模（commercial scale）の農業生産投資

をも可能にすべく、上記 2）の対象地域（640万 ha）も含めることが重要であると考

えている。 

この新たな提案は、その後モザンビーク国農業省からも支持された。これを受けて、2010

年 3月 18日、同提案は今後の調査対象地域とすることで、三者間（JICA副理事長、ABC

長官およびモザンビーク国農業大臣）で「Minutes of Meeting」（別紙）」が署名された。

8.2.5で述べる「第 1段階の実施方法の提案」は、この経緯を踏まえて作成されたもので

ある。 

 

8.2.  提 言 

(1) ProSavana-JBM全体に対する提言 

1) 環境保全に十分に配慮した事業計画の策定と事業実施の重要性 

農業開発において過剰な投入は、農地の砂漠化を招くといわれている。一方、今後の開

発計画は、地球の環境保全に貢献するものでなくては受け入れられない。そのため、環

境保全を優先し、生物多様性を維持することは開発の前提である。セラード開発のプロ

デセール事業の当初において環境配慮が欠けていた経験に留意し、農業開発は環境保全

との調和が不可欠であるとの認識で、開発計画の策定と事業の実施においては、環境保

全に関する対策を積極的に採用することが重要である。また、無秩序な土地利用（開発）

による荒廃地の発生を防止するために、保全地区と開発地域との区分、開発目的の特定

を明確にする土地利用のゾーニングを早急に検討することが重要である。 

2) 人材開発の重要性 

モザンビークでは、独立戦争およびそれ以降の内戦も大きく影響して、多くの分野で適

正な人材が不足している。特に、農業開発に関する計画立案の専門家および農業技術支

援を担当する農業普及員などは大きく不足している。また、農業開発を持続させ事業実

施を自国で維持管理し、自立を達成するためには、関係者の能力向上は必要不可欠であ

る。そのため、プログラムの準備段階から、人材育成を最重要課題として対応すること

が重要である。ただし、人材開発の成果を待ってからの事業の実施では事業が効率的に

進展しないため、人材に大きく依存しない活動は早期に開始し、並行的に人材育成を実

施することが望ましい。 
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3) 関係機関間の調整の重要性 

プログラムの本格的な実施に際しては、モザンビーク国の中央政府の省庁および州や郡

政府などの多くの公的機関、さらに、民間企業や NGO などが関係することになる。そ

のため、モザンビーク農業省は、効率的な事業の実施のために、これらの関係機関間の

調整を確実に実施することが重要となる。必要に応じて、新たな調整組織を設置するこ

とも考えられる。また、事業の実施による直接な裨益者は地域住民であるため、地域住

民を代表する州や郡の地方政府のプログラムへの積極的な参加は不可欠である。さらに、

これらの関係機関が執行能力を向上させ、責任を持って役割を果たせるようになるため

には、事業の運営管理に携わる人材育成、技術支援および機材整備も必要となる。 

4) 総合的な支援の重要性 

本プログラムでは､長期的な開発・支援戦路を三ヶ国で合意し、その下でインフラ整備、

制度構築、人材育成などに対する支援を推進する。日本国およびブラジル国からの支援

は、技術協力､無償資金協力､有償資金協力などの ODA やボランティア活動を有機的に

連携させ、それぞれの支援の相乗効果が最大限に発揮されるように、総合的な支援を展

開することが重要である｡一方、モザンビーク国政府は、プログラムの実施財源として限

られた政府予算だけでなく国際機関、二国間援助などの国際融資による資金調達も検討

する必要がある。 

5) プログラム調整機関の設置提案 

三角協力による本プログラムは、三ヶ国の対等な関係に基づいて実施されることが重要

である。現在、各国にワーキンググループが設置されて活動しており、三ヶ国間の連絡

窓口にもなっている。本プログラムの本格的な実施に際しては、三ヶ国のより緊密な意

思疎通と効率的・効果的な協力を実現するために、モザンビークに ProSavana-JBP 実施

のための調整機関を設置することを提案する。これには、セラード開発でのプロデセー

ル事業における CAMPO社の設立と活動が参考になる。 

6) 民間参加の積極的な振興 

セラード開発を見るまでもなく、地域開発では公共部門の財政的な限界があることから、

国内外を問わず民間部門の投資を積極的に誘致することが重要である。そのために、経

済成長の主体は民間セクターによる活動であることを認識し、従来の政府－政府間関係

の中での ODA から脱却し、アフリカの開発に貢献する民間セクターの活動を積極的に

支援することが重要である｡ 
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(2) 第 1段階（プログラムの準備段階）のプロジェクトに対する提言 

1) 調整専門家の早期の派遣の重要性 

プログラムの第 1段階として、2010年から技術協力プロジェクトの実施が予定されてい

る。そのため、これらの技術協力プロジェクトの円滑な実施のために、モザンビーク農

業省のプログラム担当部局に専門家を早期に派遣し、プロジェクト開始のための準備調

整を早急に開始することが重要である。 

2) 基礎情報の整備の重要性 

プログラムの円滑な実施のためには、ナカラ回廊周辺地域における自然条件に関する情

報（特に気象、土壌、水資源、地形図など）、社会環境に関する情報（特に土地登記、最

新の土地利用など）、開発計画策定に有用なツール（GISなど）が、プログラムの準備段

階で整備されることが必要不可欠である。これらを技術協力プロジェクト（特に開発調

査）の中で実施するか、別個に実施するのかを検討する必要がある。 

3) ゾーニングに基づく地域開発の重要性 

調査対象地域であるナカラ回廊周辺地域は、東西約 600 kmの距離があり、自然条件およ

び社会経済環境は地域により大きく異なっている。また、社会インフラの整備状況や部

族文化も地域による差異が大きい。そのため、開発計画の策定に当っては、各地域の特

徴を十分に考慮し、地域特性を考慮した地域開発を計画することが重要である。そのた

めには特に、農業環境に着目したゾーニング手法の活用は有効である。 

4) EMBRAPA-USAIDの技術支援プロジェクトとの調整の重要性 

EMBRAPAが USAIDの協力で実施する IIAMを対象とする「モザンビーク農牧業開発基

盤技術支援プロジェクト」の詳細な内容は、今後明らかになってくるであろう。支援対

象や活動内容について、本プログラムとの重複を避けるうえでも、三ヶ国間での調整が

重要である。そのため、プロジェクトの TORは三者で協議し、それぞれの役割を決定す

る。なお、TORには日本国とブラジル国の双方が協力を行う旨を明記し、プロジェクト

を実施する組織が積極的に連携するように配慮する。 
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EMBRAPA-USAID技術支援プロジェクトの活動計画案は以下のとおりである。 

活  動 開始時期 終了時期 

1. ナンプーラ農業試験所、ススンデンガ農業試場およびムトゥアリ農業支所

のインフラを強化するための技術プロジェクト案を策定する。 
2010年 3月 2010年 7月

2. マプトの土壌分析室およびナンプーラの土壌科学センターの設置および

整備のためのプロジェクト案を策定する。 
2010年 5月 2010年 12月

3. 南緯13度および南緯17度間のナカラ回廊周辺地域にある土壌に関する農

用地図を作成する。 
2010年 2月 2010年 3月

4. ナカラ回廊における石灰岩およびリン酸塩岩に関する農用地の調査を実

施する。 
2010年 4月 2010年 12月

5. ナカラ回廊周辺地域における気象データーの収集をより濃密にするため

のプロジェクト案を策定する。 
2010年 3月 2010年 7月

6. ナンプーラおよびザンベジア地域における土壌の肥沃化と作物の施肥に

関して、AGRAのプロジェクトに対する補足的な活動計画を策定する。 
2010年 5月 2010年 12月

7. IIAM の原種種子の生産ユニットの設置のための技術プロジェクトを企画

し計画を策定する。 
  

8. ナンプーラおよびシモイオの種子分析室の設置および整備のための技術

プロジェクトを企画し計画を策定する。 
2010年 5月 2010年 12月

9. ナンプーラおよびシモイオ地域試験場における伝達と技術移転パイロッ

トプロジェクトを企画し計画を策定し、実施を支援する。 
2010年 3月 2010年 5月

 

EMBRAPA によると、現時点では、日本との協力は北部ナカラ回廊地域、その他の地域

は USAID との協力というように、地域のデマケーションを行う方向で、EMBRAPA と

USAIDとの間の調整が進められている、とのことである。 

5) 第 1段階の実施方法の提案 

本調査の最終段階で、ブラジル側は三ヶ国間の調査結果を踏まえて、新たな実施方法案

を提示した。その内容は、第 7章「第 1段階でのプロジェクトの検討」を反映した建設

的な提案であったが、時間的な制限から議論を尽くすまでには至らなかった。そのため、

2010年 3月 18目、同提案は今後のWGでの検討対象とすることで、三者間（JICA副理

事長、ABC長官およびモザンビーク農業大臣）で「Minutes of Meeting」（別紙）」が署名

された。 
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＜ブラジル側提案内容の要旨＞ 

第 1ステップ 第 2ステップ 第 3ステップ 

「プロジェクト 1」 

農畜産技術開発センタ

ーの設置 

「プロジェクト 2」 

パイロット・プロジェク

ト・モジュールの設置 

ProSAVANA事業対象地

域の選定 

（第 2ステップ事業地選

定の参考基準となる。） 事業は同時並行的に行う。 

関係者間の合意形成を尊重する。 

第 3ステップの具体案策定の基礎資料となる。 

「プロジェクト 3」 

総合開発事業 

第 2ステップ開始の 3年

後を目処に実施する。 

 

第 1ステップは、ProSAVANAプログラムの実施地域の選定、確認と境界画定、法的手続

で構成される。 

第 2ステップでは、2技術協力プロジェクトを同時並行で実施する。 

プロジェクト 1： 農牧業技術革新センターの開発支援 

プロジェクト 2： プログラムの実施対象に選定された地域の開発を目的としたパイ

ロットプロジェクトの実施。両プロジェクトは連携して実施され、

成果は以降の考察に活用される。 

第 3ステップは、第 1ステップで確定した地域における農業開発計画の策定を目的とす

る。計画の策定は、第 2ステップにおける最初の成果が発生した時点で開始される。 

第１ステップ：詳細な内容 

• 目的 

このステップの目的は、ProSAVANAプログラムの実施地域を選定するために調査し、

境界を画定することである。 

• 活動 

1. ProSAVANA の実施地域の選定基準を設定する。地政学、土壌気候学、社会経

済学、社会環境学的な基準から設定する。 

2. 上記基準をもとに ProSAVANAプログラムの実施地域を確認し、境界画定する。 

3. 次ステップでのプログラムの実施に向けて、ProSAVANA のために確保した地

域の保全とアクセスのための法的な手続きを行なう。 

• 成果 

1. 設定された選定基準をもとに識別され、境界画定されたプログラムの実施地域。 

2. 法的に保全され、またアクセス可能な ProSAVANAプログラムの実施地域。 

3. このステップでの活動による成果により、次ステップの諸般が検討される。実

施機関：MINAG、ABC、JICA。 
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第 2ステップ：技術協力プロジェクト 

－技術協力プロジェクト 1 

－技術研究センター開発モジュール 

• 目的 

パイロットプロジェクト地区内のナンプーラおよびムトゥアリの IIAM試験場の二ヶ

所を研究、普及、人材育成･訓練のためのモジュールとなる地域技術センターにする。 

• 活動 

1. 研究および開発の能力強化。優先分野：土壌分析・土地利用適地調査、プロジ

ェクト対象作物の品種選定、種子生産技術、農業環境ゾーニング、プロジェク

ト対象作物の農産加工処理。実施機関：EMBRAPA、IIAM。 

2. パイロット地区の普及と技術支援の能力強化。技術移転および農業普及。実施

機関：EMATER、IIAM。 

3. パイロット地区における研修および訓練。実施機関：SENAR、IIAM。 

• 成果 

1. 技術センターの設立。 

2. パイロットプロジェクト実施のための研究、普及、研修などの活動支援。 

－技術協力 2 

－パイロットプロジェクトのモジュール 

• 目的 

第 1ステップで設定されたパイロット地区において農業プロジェクトを展開する。パ

イロットプロジェクトは、農業生産性の向上、農産加工業の処理技術の移転と実施、

農作物の市場開発により地域開発を目指す。 

• 活動 

1. 土地確保のモデル（大規模、中規模、家族農業）の提案。パイロット地区にお

ける比率の決定。実施機関：MINAGRI。 

2. 選定地域のモデルに関する協議と評価。第 1ステップの結論と一致する必要が

ある。実施機関：ABC、JICA、MINAG。 

3. ProSAVANA プログラム地域内のパイロット地区の選定基準の策定。実施機

関：EMBRAPA、EMATER、MINAG。 

4. 前活動の結果に基づくパイロット地区の選定。実施機関：MINAGRI、JICA、

ABC。 
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5. 第1ステップで設定された社会環境基準に基づくパイロットプロジェクト地区

のコミュニティーの確認。実施機関：MINAGRI、JICA、ABC。 

6. パイロット地区の環境ゾーニングの提案。実施機関：MINAGRI、JICA、ABC、

EMBRAPA。 

7. 社会環境面も考慮した農業または畜産モジュールのモデル提案。この活動には

社会経済面の分析のための専門調査団が派遣される。実施機関：MINAGRI、

JICA、ABC、EMBRAPA、EMATER。 

8. パイロット地区の社会経済インフラ（交通、通信、商業、保健･教育）の提案。

実施機関：JICA、MINAGRI。 

9. 融資および農業投入へのアクセスの提案。提案は、融資および農業投入を容易

にすることによりパイロットプロジェクトの実施を支援する。実施機関：

MINAGRI、ABC、JICA。 

10. 民間および協同組合の参加のための支援・促進の提案。実施機関：MINAGRI、

ABC、JICA。 

11. 対象地域に適した技術パッケージの移転と適用。実施機関：MINAGRI、ABC、

JICA、EMBRAPA。 

12. パイロットプロジェクト地区における農牧業の技術指導および普及の支援。実

施機関：MINAGRI、JICA、ABC、EMATER。 

13. パイロットプロジェクト地区における研修および訓練の支援。実施機関：

MINAGRI、JICA、ABC、SENAR。 

第 3ステップ：地域農業開発計画の策定 

• 目的 

パイロットモジュール（第 2ステップのパイロットプロジェクト）で設定された地域

開発の対象地域を、第 1ステップで事前に境界画定された ProSAVANA地域まで広げ

る。 

• 活動 

1. 選定された地域の開発計画の策定。 

2. このステップはパイロットプロジェクトの実施開始後 36～60 ヶ月以内に開始

されるべきである。第 2ステップによる成果により、このステップの諸般が検

討される。 

• 成果 

1. 第 1ステップで境界画定された地域の農業総合開発計画を展開。 

2. 新技術の移転および適用。 

3. 国内外の農業市場の開拓。 
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